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ションが非常に難しかった。噴火時から次のステップに移るときの対策指針も必要で

はないか。 

○ 単に都道府県のリーダーシップが必要という言葉だけでなく、具体的な内容を示すべ

きである。市町村の首長、担当者等から都道府県のリーダーシップへの具体的な要望

を聞くと、重要なのは、費用負担、都道府県の防災担当者が数年で異動することへの

対応である。 

○ 噴火した地域や兆候がある地域は、必要に迫られて協議会を設置しているが、そうで

ない地域のモチベーションは、住民や防災担当者の防災意識ではないか。ところが、

防災担当者は一般的に人事異動で、在任中に積みあがったものがゼロ、またはマイナ

スになりがちである。みんなで応援する仕組みが必要だろう。 

○ 噴火を経験していない地域でモチベーションを維持させるのはとても大変なことであ

る。防災意識を持続させる仕組みづくりに国が取組むことが必要である。 

○ 噴火がなく必要に迫られていない地域に何を期待するのか、何をしてもらうのかを明

確にする必要がある。平時にここまでやっておくと、いざというときにどのように役

立つのかを示すべきである。 

○  まずは首長の防災意識の啓発を行うことが必要である。また協議会等が継続的に活動

を維持していくためには、事務局の先導的運営と費用が必要となる。これらを解決す

るためには市町村だけに任さず、国や都道府県で支援する仕組みづくりが必要である。 

○ 北海道駒ヶ岳の例をみると協議会に 7 市町村があり、防災担当者の異動があってもど

こかの市町村は残るので、まだやりやすい。意識の高いリーダーが一人いるだけでは

なく、防災担当者の入れ替わりがあったとしてもそれを許容する環境を作るなどの枠

組みをつくることが重要である。それはガイドラインを示すだけでなく、一歩踏みこ

んだ活動や仕組みが必要である。 

○  火山防災の位置付けを一層高めることが重要であり、「指針」レベルを超えたもっと根

本的な取組が必要がある。活火山法（活動火山対策特別措置法）は桜島のイメージが

強く、もっと幅広にしていく必要がある。 

○ 日本の教育制度の中に防災を学ぶ仕組みをいれて地球を学ぶ教育を行い、人づくりを

していくことが重要である。義務教育に盛り込んでいくといった視点で世論をつくっ

ていくことも必要である。 

○ 低頻度の災害に対しては、国民の防災リテラシーの向上以外に真に抜本的な対策はな

いと考える。 

○ 47 火山（気象庁による 24 時間の連続監視火山）の対策度をみるのに、火山防災協議

会、火山ハザードマップ、避難計画の整備状況だけでなく、各火山での避難訓練実施

状況も把握しておく必要がある。桜島では訓練とあわせて防災講演会などを開催して

おり、普及活動も１つの目安となるのではないかと考える。さらに、訓練のあり方を

議論することも重要である。 

○ 浅間山の協議会設置にあたっては、火山専門家と気象庁の助言が大きかったと感じる。

火山防災では専門家の助言が非常に重要となる。観測体制が脆弱化し、地元と観測者

が顔の見える関係を築くことが薄れる中で、地元への支援の仕組みについて考える必

要があり、その一つは火山防災エキスパート制度が有効であるが、若干行政的サポー

トに偏っている感じがする。 
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○ 気象庁が地元市町村に説明する活動をしているが、災害が起きてからだけではコミュ

ニケーションを取りにくい。日頃から顔の見える関係づくりが必要だ。 

○ 火山防災エキスパートでは、エキスパート一人だけでなく、各火山のホームドクター

や国土交通省の現地の防災担当者などと組み合わせて複数で対応することによって、

火山防災行政、防災対策と火山現象の議論に対応できる体制ができ、より効果が上が

ると考えられる。 

○  鹿児島では、火山防災協議会の設置が、県の地域防災計画に規定されている。都道府

県などがそういう根拠づくりを行って市町村の動きをサポートすることが１つのポイ

ントとなるのではないか。 

○ 桜島の取組は優等生と言われているが、中途半端な噴火のときの対応が難しいと感じ

ている。高齢者などへの対応はかなり深刻な問題であり、消防団等の地元がどれだけ

ふんばれるかが課題である。 

○ 国が火山防災対策を明確に位置付け、打ち出していかないと、それぞれの火山対策は

これ以上進まないのではないか。お金がない、技術力がない等の自治体からの意見は

それを示している証拠である。もはや掛け声だけでは進まない状況であると認識すべ

きである。 

○ ハザードマップが未整備である 11 火山（47 火山中）について、例えば、大雪山の活

動度は低いものの、ロープウェイや登山道などが火口付近まであり、観光客が多い火

山である。災害は人がいるところでおこるため、活動度だけでは評価できない。また、

新島は山がないため、そもそも活火山であることの意識が低い。また、硫黄島には建

設会社の関係者や自衛隊がいる。そのような人たちを守るのは自治体だけでなく、国、

都道府県も一緒になって取り組む必要があり、いずれにしてもハザードマップ作成は

必要であると考える。 

○ 硫黄島、伊豆大島もそうだが、市町村だけでは対応できない部分が多い。市町村だけ

で避難計画をたてられるか。市町村が立てた計画にどう応えるかという検討が必要で

ある。そこは国が主導してやるべきではないか。 

○ 火山防災対策において市町村や都道府県でできないことがある。それらを明確化する

ことが必要である。リアルタイムハザードマップをやろうとしても、各協議会ででき

るかというと無理だろう。これまでの報告書等で書かれている住民、市町村、都道府

県、国での役割分担を再度見直し、より効果的なものとして役割分担を明確化するこ

とが重要だろう。 

○ 火山の監視体制についても検討することが重要である。インドネシア・メラピ火山で

は 450 人の全スタッフのうちおよそ半分が火山の地元で監視にあたっていると聞いて

いる。 

○ 結論的に言えば、火山防災は国が主導してやるべきことが多いということである。検

討の筋道をしっかりさせて、次のステップアップに向けて本検討会では課題を整理す

ることが重要である。 

○ 検討のステップアップの段階で気象庁、海上保安庁、自衛隊など実働機関も入れて議

論する必要がある。国、政府として議論するためには、その前の整理をしっかりとす

る必要がある。 
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＜本件問い合わせ先＞ 

 内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官(地震･火山･大規模水害対策担当)付 

企 画 官  西口  学 

参事官補佐  日下部 浩 

主   査  新原 俊樹 

            電話：03-3501-5693 


